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て， Kydland and Prescott （1982）や Long and Plosser （1983）などに見ら
れる実物景気循環理論 （Real Business Cycle （RBC） Theory）2），そして 
競争市場 vs. 独占的競争
〜非競合的技術進歩のマクロ的効果〜


























2） RBCモデルについては， McCallum （1989）が近似解ではない陽表的な解を導く例を示して
おり，簡潔で理解しやすい。 RBCモデルの近年のレヴューについては， Rebelo （2005）を参
照。大学院用の料理本として McCandless （2008）がある。







税政策を含めた財政政策や金融政策のサーベイとして， Chari and Kehoe （1999）がある。
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モデルに，Mankiw （1985）やBlanchard and Kiyotaki （1987），Rotemberg 

















は， McCallum and Nelson （1999）や Clarida, Gali, and Gertler （1999），更には Adam and 





progresses funeral by funeral）」 は 正 し い の で あ ろ う が， マ ク ロ 経 済 学 は“progresses 
































ノベーションを導入したモデルとして， Aghion and Howitt （1992）がある。知識資本形成に
は準レントの発生が必要不可欠であり，したがって，市場が非競争的でなければ知識資本形











































本稿を通じたモデルの枠組みは， Blanchard and Kiyotaki （1987）に技術
指標を明示的に導入した経済になる。但し， Blanchard and Kiyotaki （1987）
とは異なり，本稿では，労働は同質的であり，労働市場は競争的であると
想定する8）。異質的な労働を独占的に提供しているために消費者が名目賃
金率に対して操作能力があるという Blanchard and Kiyotaki （1987）の想定
については，別の機会に検討することとしたい。
各生産者  は，各々，質的に異なる商品を生産している





ここで， は消費者  の生産物  の消費量，  は消費者  の名目貨幣需
要量， は  を生産物  の名目価格としたときに次の式で
表される物価指数 
  （2.3）
8） このため，均衡の導出には， Blanchard and Kiyotaki （1987）の計算結果をそのまま再利用す
ることができない。
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そして， は消費者  の労働供給量を示す。生産物の消費については CES







各消費者  の予算制約式は，次の通りである。 
 
ここで，  は名目賃金率，  は名目貨幣供給量の消費者  への初期付与





















生産物  への市場需要関数（2.6a）は，物価指数  と実質GDP水準  
に依存する。また，貨幣の市場需要関数（2.6b）は，ケンブリッジ方程式
に帰着するマーシャル的貨幣需要関数である。マーシャルの k は， 
 に等しい。
次に労働供給関数を求めよう。（2.4a）式の  を（2.2）式に代入する





















ここで， は生産者  が生産する商品の生産量，  は生産者  の労働投
入量，  は技術指標を示す。 Blanchard and Kiyotaki （1987）では，すべ




















式に代入し，生産量  で解くことで生産物  の市場供給関数が求まる。
求めた生産物   の市場供給関数と生産物   の市場需要関数（2.6a）の交









9） を労働の市場需要量とすれば，実質GDP水準  の定義式（2.5）式より，
利潤最大化の１階条件（3.1）式は，次に帰着する。







であり，マクロ的技術指標の一種である。 Blanchard and Kiyotaki （1987）
では，すべての生産者  に対して  であり，このとき 
 になる。
　実質賃金率は，労働市場の需給均衡  によって決まる。かく
して，実質賃金率  は， （3.3）式と（2.8）式より， 
  （3.5）
実質賃金率は，実質 GDP水準と正の相関（procyclical）を示す。
一 般 均 衡 で の 実 質GDP水 準 は， 定 義 式（2.5） に お い て 各 生 産 物 
















対して，非競合的な技術指標  に対する個別技術指標  の弾力性が








































これは，マクロ的生産量  がマクロ的生産関数  （ は技術指標）に従い，








して求めることができる。各生産者  は，生産量の各値  

















賃金率  は，労働市場の需給均衡  によって決まる。かく
して，実質賃金率  は，（4.3）式と（2.8）式より， 




































格を維持することが均衡になりうる。本節では， Ball and Romer （1991）の
分析を応用しながら，メニューコストが存在する場合の均衡を導出して，
その場合に起こりうる景気変動を同定化する。
先ず，非競合的技術指標  が で成長したとしよう。非競合的技
術指標  成長前の各生産者  の技術指標と（3.4）式で定
義されているマクロ的技術指標，一般均衡での実質GDP水準，物価指数，
名目賃金率，雇用量，そして各生産者  の価格，生産量，
雇用量，利潤を，各々， ， ， ， ， ， ， ， ， ， で表
そう。また，非競合的技術指標  が で成長した後の各生産者 
 の技術指標と（3.4）式で定義されているマクロ的技術指
標，一般均衡での実質 GDP水準，物価指数，名目賃金率，雇用量，そして
各生産者  の価格，生産量，雇用量，利潤を，各々， ，






すべての生産者  に対して，非競合的技術指標  に対する
個別技術指標  の弾力性が  であるとする（3.9式参照）。このとき，






非競合的技術指標  成長前の実質 GDP水準は，（4.5）式より， 
 




この結果は，実質 GDPの成長率が  に近似的に等しいこ
とを示しており，命題 3.1における（3.8）式の別証明にもなっている。実
質GDP水準が増加すれば，ケンブリッジ方程式（3.7）式より，物価指数は


























次に，ミクロ的効果を見てみよう。一般均衡での生産物  の価格  は 

















産者  の生産量  が実質GDP水準と同じ大きさで成長することを意味
する。同じ結果は，一般均衡での個別生産量  の決定式（4.2b）を使っ
ても導出可能である。すなわち，個別生産者の生産量  は，非競合的技
術指標  の成長前後において，次の関係になる。 
  （5.9）
この結果は，方程式 （3.10）の別証明でもある。（5.8）式が表す生産物価
格  の下落と同じ率で生産量が増加するため，生産者の収入  は，
非競合的技術指標  の変化に影響を受けない。すなわち，ミクロ的にも
マクロ的にも，生産額は不変である。
生産者  の雇用量  は，条件付き需要関数（2.9）式で与えられる。
生産量  の変化（5.9）式より，非競合的技術指標  の成長前後では，
 
（5.6）式が示す名目賃金率  の下落率を完全に相殺する量で雇用量が増
加する。この結果，生産者  の費用  は，非競合的技術指標  の











的技術指標  が成長以前のときの一般均衡価格  を設定していると
しよう。このとき，実質GDP水準は，非競合的技術指標  が成長した後
も  のままである。ここで，ある生産者  のみが  から  に逸脱した
としよう。一企業の価格変更が，物価指数や実質GDP水準，経済全体の雇









ここで，（5.12）式の  は，生産者  を除く生産者が非競合的技術指標 
 成長以前の一般均衡での生産物価格を選択していることを表す。個別
企業の価格変更が物価指数や実質GDP水準，経済全体の雇用量に影響がな
ければ，（5.12）式が生産者  以外の生産者が非競合的技術指標  成長
以前の一般均衡での生産物価格を選択しているときの生産者  の利潤を




  （5.13） 
であり，生産量が（5.10）式の生産量のときの労働の条件付き需要関数
（2.9）式の大きさになる。
レンマ 5.1.  をメニューコストとする。非競合的技術指標  の成長
率  が，次の条件を満たすとき， 
 （5.14）
（a） すべての生産者が価格維持を選択することがナッシュ均衡であり， 





















利潤は増加する。雇用量は，  のときの（5.13）式の大きさなので， 
 になる。生産者  の収入は  のままなので，レンマ 5.1の（b）
が成り立つ。——












等しい。テイラー展開の２次の項は，（5.13）式で与えられる  を使えば， 
２つ目の等式は，利潤最大化の１階条件より従う。
251































非競合的技術指標  成長後の一般均衡での価格  に設定することが
ナッシュ均衡になるか否かにある。




すべての生産者が元々の価格  から非競合的技術指標  成長後の一
般均衡での価格  に変更することがナッシュ均衡である。 





ここで，左辺の は，生産者  を除く生産者が非競合的技術指標  成
長後の一般均衡での生産物価格を選択していることを表す。また，雇用量 
 は，労働の条件付き需要関数（2.9）式において，  と  











命題5.3. をメニューコストとする。非競合的技術指標  の成長率 
 が，次の条件 （5.18）式を満たすとき，次の２つの均衡が存在する。
［均衡K］ すべての生産者が価格維持を選択する均衡






























































金 融 政 策 に 対 し て は 常 に 複 数 均 衡 が 存 在 す る こ と を Blanchard and 

































Blanchard and Kiyotaki （1987）などでは，各消費者が提供する労働自体が
異質的であり，その結果，労働市場も独占的競争にあると想定している。
消費者を労働組合の代表者と想定すれば（但し，その労働組合に属す消費





Acemoglu, D. (2009): Introduction To Modern Economic Growth. Princeton Uni-
versity Press, Princeton, NJ. 
Adam, K., and M. Woodford (2012): “Robustly Optimal Monetary Policy in a 
Microfounded New Keynesian Model,” Journal of Monetary Economics, 
59(5), 468−487.
Aghion, P., and P. Howitt (1992): “A Model of Growth Through Creative De-
struction,” Econometrica, 60(2), 323−351.
Ball, L., and D. Romer (1990): “Real Rigidities and the Non-Neutrality of 
Money,” Review of Economic Studies, 57(2), 183−203.
―(1991): “Sticky Prices as Coordination Failure,” American Economic 
Review, 81(3), 539−52.
Blanchard, O. J., and N. Kiyotaki (1987): “Monopolistic Competition and the 
Effects of Aggregate Demand,” American Economic Review, 77(4), 647−66. 
Calvo, G. A. (1983): “Staggered Prices in a Utility-Maximizing Framework,” 
Journal of Monetary Economics, 12(3), 383−398. 
Chari, V. V., and P. J. Kehoe (1999): “Optimal Fiscal and Monetary Policy,” in 
Handbook of Macroeconomics, ed. by J. B. Taylor, and M. Woodford, vol. 1 
of Handbook of Macroeconomics, chap. 26, pp. 1671−1745. Elsevier, 
Amsterdam. 
Clarida, R., J. Gali, and M. Gertler (1999): “The Science of Monetary Policy: A 
New Keynesian Perspective,” Journal of Economic Literature, 37(4), 1661−
1707.
Dixit, A. K., and J. E. Stiglitz (1977): “Monopolistic Competition and Optimum 
Product Diversity,” American Economic Review, 67(3), 297−308.
Hellwig, M., and A. Irmen (2001): “Endogenous Technical Change in a Compet-
itive Economy,” Journal of Economic Theory, 101(1), 1−39. 
Judd, K. L. (1985): “On the Performance of Patents,” Econometrica, 53(3), 567
−85. 
Kydland, F. E., and E. C. Prescott (1982): “Time to Build and Aggregate 
Fluctuations,” Econometrica, 50(6), 1345−70.
Long, Jr., J. B., and C. I. Plosser (1983): “Real Business Cycles,” Journal of 
Political Economy, 91(1), pp. 39−69. 
Lucas, Jr., R. E. (1988): “On the Mechanics of Economic Development,” 
Journal of Monetary Economics, 22(1), 3−42.
258
Mankiw, N. G. (1985): “Small Menu Costs and Large Business Cycles: A 
Macroeconomic Model,” Quarterly Journal of Economics, 100(2), 529−38.
―(2006): “The Macroeconomist as Scientist and Engineer,” Journal of 
Economic Perspectives, 20(4), 29−46. 
McCallum, B. T. (1989): “Real Business Cycle Models,” in Modern Business 
Cycle Theory, ed. by R. J. Barro, chap. 1, pp. 16−50. Harvard University 
Press, Cambridge, MA. 
McCallum, B. T., and E. Nelson (1999): “An Optimizing IS-LM Specification for 
Monetary Policy and Business Cycle Analysis,” Journal of Money, Credit 
and Banking, 31(3), 296−316. 
McCandless, G. T. (2008): The ABCs of RBCs: An Introduction to Dynamic 
Macroeconomic Models. Harvard University Press, Cambridge, MA.
Ramsey, F. P. (1928): “A Mathematical Theory of Saving,” Economic Journal, 
38(152), 543−559.
Rebelo, S. (2005): “Real Business Cycle Models: Past, Present and Future,” 
Scandinavian Journal of Economics, 107(2), pp. 217−238. 
Romer, P. M. (1986): “Increasing Returns and Long-Run Growth,” Journal of 
Political Economy, 94(5), 1002−37.
―(1987): “Growth Based on Increasing Returns Due to Specialization,” 
American Economic Review, 77(2), 56−62. 
―(1989): “Capital Accumulation in the Theory of Long-Run Growth,” in 
Modern Business Cycle Theory, ed. by R. J. Barro, chap. 2, pp. 51−127. 
Harvard University Press, Cambridge, MA.
―(1990): “Endogenous Technological Change,” Journal of Political 
Economy, 98(5), S71−102. 
Rotemberg, J. (1987): “The New Keynesian Microfoundations,” in NBER 
Macroeconomics Annual 1987, V olume 2, pp. 69−116. National Bureau of 
Economic Research. 
259競争市場 vs. 独占的競争
Competitive Markets vs. Monopolistic Competition:
The Macroeconomic Effects of Non-Rivalry Technological Growth
Toshiyuki OKUYAMA
《Abstract》
The purpose of this paper is to identify the differences in the 
macroeconomic effects of non-rivalry technological growth between 
perfectly competitive and monopolistically competitive product markets. It 
is shown that no difference appears in the effects on the potential GDP 
level, and competitive markets facilitate an immediate change in actual 
GDP from a stagnant level to a potential level that is increased by non-
rivalry technological growth. Monopolistic competition with menu costs 
brings about multiple equilibria in both the stagnant and potential levels of 
actual GDP.
